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平成 21 年 6 月 25 日 
 

各     位 
    
 会 社 名  ホ ウ ラ イ 株 式 会 社

 代表者名  代 表 取 締 役 社 長  西 山  茂

（ JASDAQ・コード番号 ９６７９ ） 
 問合せ先  取締役兼執行役員経理部長 
   千葉 正裕 
 電話番号  ０３－３５４６－２９２１ 
 

親会社等に係る決算に関するお知らせ 
 
今般、当社の親会社等について決算内容等が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 
 

記 
1.  親会社等の名称等 
（1）親会社等の名称 室町殖産株式会社 
 （当社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社） 
  
（2）主要な事業内容 傘下子会社の経営管理 
  
（3）当社との関係  
   ①資本関係 議決権被所有割合 19.95％ （平成 21 年 3 月 31 日現在）

 株式被所有割合 19.74％ （平成 21 年 3 月 31 日現在）

   ②人的関係 なし 
   ③取引関係 傘下子会社を通じた、所有ビルの賃貸借契約 
 
 
 
 
 
 
 
 



2. 親会社等の株式の所有者別状況、大株主の状況、役員の状況

(1) 所有者別状況 (平成21年3月31日現在)

株主数(人)

所有株式数(株)

所有株式数の割合(%)

(2) 大株主の状況 (平成21年3月31日現在)

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 1,600 8.0

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町1丁目2番3号 1,600 8.0

神戸土地建物株式会社 兵庫県神戸市中央区浪花町15番地 1,400 7.0

株式会社陽栄ホールディング 東京都中央区銀座7丁目14番16号 1,400 7.0

三機工業株式会社 東京都中央区日本橋室町2丁目１番1号 1,000 5.0

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場2丁目3番5号 1,000 5.0

株式会社東芝 東京都港区芝浦1丁目1番1号 1,000 5.0

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町2丁目1番1号 1,000 5.0

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎1丁目11番1号 1,000 5.0

日本製粉株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷5丁目27番5号 1,000 5.0

三井化学株式会社 東京都港区東新橋1丁目5番2号 1,000 5.0

三井金属鉱業株式会社 東京都品川区大崎1丁目11番1号 1,000 5.0

三井倉庫株式会社 東京都港区海岸3丁目22番23号 1,000 5.0

三井造船株式会社 東京都中央区日本橋1丁目3番16号 1,000 5.0

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町2丁目1番1号 1,000 5.0

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1丁目2番1号 1,000 5.0

株式会社三越 東京都中央区日本橋室町1丁目4番1号 1,000 5.0

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3丁目33番1号 1,000 5.0
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(3) 役員の状況 (平成21年3月31日現在)

昭和44年4月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
常務執行役員人事部長を経て

平成14年6月 当社入社、代表取締役社長就任(現職)

昭和46年4月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
関連事業部長を経て

平成14年4月 当社入社、専務執行役員就任
平成16年6月 代表取締役専務取締役就任(現職)

昭和44年4月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
王子支店長を経て

平成10年6月 当社入社、取締役総務部長就任
平成20年6月 専務取締役就任(現職)

昭和50年4月 三井生命保険(相)(現三井生命保険㈱)入社
平成15年4月 三井生命保険㈱常務執行役員営業企画部門担当役員

就任
平成15年6月 当社取締役就任(現職)
平成17年6月 三井生命保険㈱取締役常務執行役員就任
平成19年4月 三井生命保険㈱代表取締役常務執行役員就任（現職）

昭和43年4月 三井不動産㈱入社
平成13年10月 専務取締役 専務執行役員ビルディング本部長就任
平成17年4月 代表取締役副社長就任（現職）
平成17年6月 当社取締役就任(現職)

昭和48年4月 大正海上火災保険㈱(現三井住友海上火災保険㈱)入社
平成18年6月 代表取締役専務執行役員就任
平成18年6月 当社取締役就任(現職)
平成18年7月 三井住友海上火災保険㈱専務執行役員就任（現職）

昭和48年4月 建設省入省
昭和61年4月 ㈱不二ビルサービス取締役就任
平成10年4月 ㈱不二ビルサービス取締役社長就任(現職)
平成20年6月 当社取締役就任(現職)

昭和44年4月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
国際営業部長を経て

平成12年1月 ㈱さくら総合研究所常務取締役就任、取締役を経て
平成16年6月 SMBC抵当証券㈱常勤監査役を経て
平成17年6月 当社監査役就任(現職)

昭和44年4月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
天下茶屋支店長を経て

平成9年11月 秩父産業㈱社長室長就任
代表取締役社長、副会長を経て

平成19年4月 当社常勤嘱託を経て
平成19年6月 当社監査役就任（現職）

昭和45年6月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行
北京中国総代表処中国総代表を経て

平成11年9月 ユニコインターナショナル（株）監査役就任、
取締役管理本部長を経て

平成18年6月 ユニコインターナショナル（株）監査役（現職）
平成19年6月 当社監査役就任（現職）

監査役 藤倉　洋一 昭和21年7月1日生

取締役 近藤　和夫 昭和25年12月27日生

室田　隆 昭和25年5月9日生

監査役
(常勤)

濱崎　靖夫 昭和21年11月6日生

監査役
(常勤)

大室　康一 昭和20年2月6日生

清水　伸介 昭和21年12月19日生

－

－

－

－

－

－

－
代表取締役
専務取締役

犬飼　克明 昭和23年2月21日生

代表取締役
社長

柳村  幸一 昭和22年2月14日生

所有株式数
(千株)

－

役　　名 氏　　名 生年月日 略　　　　歴

－専務取締役

取締役 森元　英司 昭和25年9月26日生

臼井　龍彦 昭和22年3月6日

－

取締役

取締役
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3. 親会社等の財務諸表

(1) 貸借対照表　（21年3月31日現在）

（単位：百万円）

【流    動    資    産】 【７７０】 【６０３】

現金及び預金 ６９２ 短期借入金 ５３０

未収金 ７２ 1年以内返済予定長期借入金 ３６

その他 ４ 未払消費税 ２２

賞与引当金 ４

【固    定    資    産】 【１，１０９】 繰延税金負債 ４

 （有形固定資産） （７） その他 ５

建物 １

車両運搬具 ２ 【固    定    負   債】 【９２】

器具備品 ３ 長期借入金 １８

退職給付引当金 ４２

 （無形固定資産） （６） 役員退職慰労引当金 ３１

 （投資その他の資産） （１，０９５）

投資有価証券 ５１２

関係会社株式 ３８９ ６９６

保険積立金 ９７

その他 １４１ 【株　　主　　資　　本】 【１，１８３】

貸倒引当金 △４６ 資本金 １０

利益剰余金 １，１７３

【評価・換算差額等】 【０】

１，１８４

１，８８０ １，８８０

（注）１．　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

　　　２．　有形固定資産の減価償却累計額 ２４百万円

負債の部合計

（ 純 資 産 の 部 ）

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

金　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

【流    動    負   債】

科          目 金　　　額 科          目

－ ４ －



(2) 損益計算書　（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）

（単位：百万円）

売 上 高
４，０７８

３２７ ４，４０５

売 上 原 価
１９２

２，１５８
１０６
１８３ ２，６４１

売 上 総 利 益 １，７６４

販売費及び一般管理費 ３７７

営 業 利 益 １，３８７

営 業 外 収 益
４９
１４ ６４

営 業 外 費 用
１９５

３ １９８

経 常 利 益 １，２５３

投資有価証券評価損 ２０３
支払立退料 １４６

３ ３５３

８９９
２５８
１０８ ３６７

５３２

（注）１．　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
　　　２．　１株あたりの当期純利益 26,613円99銭

科        目 金 　　　額

その他の収入
不動産賃貸収入

物件費
租税公課
減価償却費

人件費

受取利息及び配当金
その他

支払利息
その他

特別損失

その他

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当期純利益
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